福井市水田フル活用推進事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条　水田フル活用推進事業補助金（以下「補助金」という。）の交付については、福井市補助金等交付規則（昭和４８年福井市規則第１１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。
（目的）

第２条　この補助金は、不作付地への園芸作物の作付けを促すとともに、計画的な生産調整の推進を図り、また水田を利活用して地域活性につながる事業を行うことで農業への理解を深め、もって本市の水田農業の持続的な発展に資することを目的とする。

（定義）

第３条　本事業における用語の定義については、次のとおりとする。
（１）事業実施者
　　　　本事業の事業実施主体として、補助対象者の取組及び実施報告をとりまとめる者

（２）補助対象者

　　　　本事業の交付を受けようとする農業者、農家組合又は農業協同組合
（３）農業者
福井市地域農業再生協議会へ営農計画書を提出して農業に取り組む個人、法人又は集落営農組織等
（対象事業）

第４条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、別表1に定める事業とする。

（補助対象水田）

第５条　補助対象水田は、福井市で整備する水田基本台帳に記載された水田とする。ただし、畑地化等により水田機能を喪失し、水稲の作付を行うことが困難な農地は除く。
（補助対象及び補助金の額）
第６条　補助事業ごとの補助対象及び補助金の額は、別表３のとおりとし、予算の範囲内で補助金を交付するものとする。
（交付申請）

第７条　事業実施者は、規則第３条第１項の規定により、水田フル活用推進事業補助金交付申請書（様式第１号）及び別表４に定める添付書類を市長に提出しなければならない。
（交付決定）

第８条　市長は、規則第４条の規定により、補助金の交付の決定をしたときは、水田フル活用推進事業補助金交付決定通知書（以下「交付決定通知書」という。様式第２号）により、当該補助金の交付を申請した者に通知するものとする。
（変更交付申請）

第９条　事業実施者は、次の各号の一に該当するときは、規則第３条第１項の規定により、水田フル活用推進事業補助金変更交付申請書（様式第３号）及び別表４に定める添付書類を市長に提出しなければならない。
（１）補助金額の２０％を超える増減
（２）事業内容を変更しようとするとき。ただし、市長が軽微な変更と認める場合を除く。
（変更交付決定）

第１０条　市長は、事業実施者等から提出された変更交付申請書の内容を審査し、適正であると認めたときは、交付決定通知書により、事業実施者に通知するものとする。
（事業の中止又は廃止）

第１１条　事業実施者等は、事業の遂行が困難になった場合には、速やかに市長に報告してその指示を受けなければならない。

（実績報告）

第１２条　事業実施者等は、補助事業が完了したときは、規則第１１条の規定により、速やかに水田フル活用推進事業実績報告書（様式第４号））及び別表４に定める添付書類を市長へ提出しなければならない。
（補助金の額の確定）

第１３条　市長は、前条の実績報告書の提出を受けたときは、規則第１２条の規定により、交付する補助金の額を確定し、水田フル活用推進事業確定通知書（様式第５号）により、当該実績報告書を提出した者に通知するものとする。

（交付請求）

第１４条　前条の通知を受けた者が補助金の交付を受けようとするときは、規則第１４条の規定により、水田フル活用推進事業補助金交付請求書（様式第６号）に水田フル活用推進事業確定通知書の写しを添えて、市長に提出しなければならない。
（概算払）

第１５条　市長は、必要があると認めるときは、この要綱に定める補助金について、概算払の方法により交付することができる。

（関係図書の保存）

第１６条　補助金の交付を受けた事業の実施に係る関係図書、収支に関する帳簿及び支払に関する証拠書類については、事業が完了した日から５年間保管しなければならない。

（委任）

第１７条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
（施行期日）

１　この要綱は、平成２５年６月３日から施行する。

（失効）

２　この要綱は、令和９年３月３１日限りその効力を失う。ただし、同日までに交付の決定がなされた補助金については、同日後もなおその効力を有する。

附　則

この要綱は、平成２６年６月１３日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２８年３月１０日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２９年７月４日から施行する。

附　則

この要綱は、平成３０年６月１日から施行する。

附　則
この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。ただし附則第２項の規定は、平成３１年３

月３１日から施行する。
附　則
この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
附　則
この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

附　則
この要綱は、令和５年４月１日から施行する。

附　則
この要綱は、令和６年４月１日から施行する。
附　則
この要綱は、令和７年４月１日から施行する。

